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『ダグラス＝有澤法則』に関する一考察
A Note of Douglas-Arisawa's Law
武内真美子*
Mamiko TAKEUCHI*
Abstract
This paper surveys prior papers about married women's labor supply theory "Douglas-
Arisawa's law". This theory, proposed by Douglas & Arisawa, shows a negative
correlation between the income level of one's husband and the likelihood that the wife
will be employed. Analysis revealed that the women's labor decisions are persistent over
women's lifetimes, and state dependence component would affect their decisions. These
findings imply that difference exists between cross section and timeseries analysis.
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1.はじめに
国際公共政策研究 第11巻第2号
日本では、配偶者の所得水準や結婚・出産といったライフイベントが少なからず既婚女性の就業
行動に影響を与えていると考えられる。本稿では、 (財)家計経済研究所が実施した『消費生活に関
するパネル調査』の93年から99年の個票データを使用し、配偶者の所得が既婚女性の就業決定に
与える影響、およびライフイベントを通過する既婚女性の就業決定における判断が、その後の就業
行動に与える影響を考察する。また、武内(2004)が行ったパネル分析の問題点を把握し、今後
の課題をとりまとめる。
1. 1.既婚女性の労働供給と配偶者所得効果- 『ダグラス-有滞法則』
本節ではまず、妻の労働供給に与える夫の所得効果に関して、わが国の先行研究を概観する。家
計間に比較において夫の所得水準の高さと妻の就業確率に負の相関があることは『ダグラス-有揮
法則』として知られているO　この法則は、 Douglas (1934, pp.279-294)により横断面分析では、
特定の家計構成員の層について、家計の所得水準の高低によりその労働供給が変化することが観察
され、有樺(1956)も戦後の日本において世帯主の所得水準と世帯の有業人員数に負の相関があ
ることを示したことから、その後辻村、佐々木、中村(1959)により『ダグラス-有滞法則』と
して整理された1)。この観察事実は、家計構成員の労働供給行動は必ずしも独立ではなく、従って
労働供給の分析には家計の概念を導入する必要性のあることが示唆されたものと言える(宮内
1991)。以下に牧・宮内・浪花・縄田(2001)の記述を引用しながら、この法則を簡潔にまとめた
い。
1.家計には中核的収入稼獲者(核構成員)があり、非核構成員(核構成員以下の家計構成員)
の賃金率を所与とするとき、核所得者の稼得する収入(核収入)のより低い家計群の非核
構成員の有業率はより高い。 (第1の法則)
2.核収入が一定の家計群について、非核構成員の就業機会における賃金率のより高い家計群
では非核構成員の有業率がより高い。 (第2の法則)
3.核構成員にあたる壮年男子層の有業率はその就業機会の賃金率に対して不感応的である。
(第3の法則)
『ダグラス-有揮法則』は、 "人員単位"の労働供給の変化を分析する際の、賃金の観測の方法
を指定している。すなわち、賃金の観測の方法として、市場全体での集計的な平均賃金ではなく、
家計内での核・非核構成員別の賃金を観測することが必須であることを示している。 『ダグラス-
1)包括的な追試を行ったLong (1958)においても同様の法則性が確認されたことから『ダグラス-ロングー有津の法則』と
呼ばれることもある。川口(2002)でも、この法則が丁寧に整理されている。
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有樺法則』は、核所得者層において短期的な実質賃金の減少が発生すると、人員単位の労働供給量
が増加しはじめ、この結果、市場における実質賃金の発散的下落が発生する可能性のあることを示
唆している。
牧・宮内・浪花・縄田(2001)によれば、実質賃金の下方発散が発生する条件を「労働需要の
側面」から見れば、おもに実質賃金に対する人員単位の核・非核労働の需要の弾力性、および家計
の核構成員にあたる壮年男子層と、非核構成員のあいだの市場全体における労働需要の代替の弾力
性の大きさにより結果が異なる。
次ぎに、 「労働供給の側面」から見れば、第1の法則と第2の法則の関係を以下のようにまとめ
られている○つまり、第1の法則によれば、核収入の減少を契機として引き起こされる非核構成員
の供給人員数の増加は、非核構成員の実質賃金の下落をもたらす。この非核構成員の実質賃金の下
落は、逆に非核構成員の供給人員数を減少させる(第2の法則)効果がある。まず、核収入1%下
落に対する非核の供給人員数の増加の割合を示す弾力性、次に非核の実質賃金率1 %の下落に対す
る非核の供給人員数の減少の割合を示す弾力性の2つの弾力性による2つの相反する効果が合成さ
れた結果が、実際の非核構成員の供給人員の変動となってあらわされる2)0
このように、 『ダグラス-有樺法則』の作動の結果、市場の実質賃金率の変動を明らかにするた
めに、労働需要・労働供給の両側面における数量的条件を明らかにする必要がある。また、非核構
成員の有業率の増加や減少が、核所得や賃金率のいかなる数量的条件のもとで発生するかを分析的
に明らかにする必要性を示唆していた。
わが国では、小尾(1969a, 1969b, 1979)により家計における核所得者と非核所得者の概念が
明示的に示されるが、その後樋口(1982)、松野(1988)により複数の雇用機会(非就業、パート、
正規就業)の選択モデルが構築されている。宮内(1991)は、家計における夫と妻が個々に所得_
余暇の効用関数を持ち、所得-余暇についての制約条件を通じて相互依存的であるという仮説を導
入している。さらに宮内(1993)では、子供の年齢で夫婦の選好パラメータがシフトするモデル
が構築されている。これらの研究が提示している理論および実証分析は、横断面における配偶者の
所得水準と既婚女性の就業確率の関係を示したものと解される3'。
わが国では初めての試みである(財)家計経済研究所のパネルデータが整備されると、小原
(2001)は2時点(93-96年)を比較し、夫婦の所得水準や妻の就業行動によって分類された家計の
subgroup間において所得格差が広がっていること、さらに夫の所得水準の高さと妻の就業確率に
おける負の相関、つまり『ダグラス-有滞法則』が成立しにくくなる傾向を見出し、少なくとも短
期的には、妻の時系列的な労働供給に対する夫の所得の弾力性はわずかである可能性を示唆した。
2) 『ダグラス-有滞法則』の含意については、小尾・宮内(1998)でも丁寧に説明されている。そこでは、第1の法則は、 「労
働市場に潜在的に不安定性のあることを示唆しており、核収入者の名目賃金の上昇率が物価のそれを下回ったり、解雇によ
る離職などを理由に実質核収入が減少する場合に、第1の法則により非核構成員の供給人員数が増加する。」という記述が
なされている。
3)実際に、小尾(1969)が提示していることは、 A型家計の妻の観測される雇用就業確率が家計の所得水準と負の相関をもつ
という観察事実(ダグラス-有滞法則)である
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一方で樋口(2001)も、 3年間の夫の長期所得水準と変動所得を説明変数として使用した就業決
定関数の推計において、妻の労働市場への入退出に夫の所得水準が有意に働いていることを確認す
るものの、時系列的な所得の変化指標となる変動部分は有意な影響を与えていないことを示す。
時系列の側面から既婚女性の労働供給を分析した80年代の研究では、 _古郡(1981)が挙げられ、
夫の所得の変動に対し妻が労働供給の調整を行っている可能性が示唆される。行武・大橋(2004)
は、より明示的に時系列の側面から労働供給分析を行っている。行武・大橋(2004)は、 20年間
の集計データである総務省『家計調査報告』 (1980-99)を用いて、夫の過去3年間の移動平均所得
が妻の労働供給に正に近い効果を与えている可能性を提示した。さらに、 Duesenberry (1949)、
の『相対所得仮説』を労働供給に応用した分析が展開され、ある程度の説明力を持つとし、既婚女
性の労働供給について、 「横断面と時系列分析における帝離」の可能性を指摘する。また武内
(2004)は、個表データを用いて5年間の限定的な期間におけるパネル分析を行ったが、若い年代
の既婚女性が夫の単年度の所得変動に対し就業決定(労働市場への入退出)をもって対処している
ことを統計的に示すことはできなかった。 『ダグラス-有樺法則』の第1の法則と第2の法則つい
て、家計問の比較における配偶者の所得水準と既婚女性の就業確率ではなく、その解釈(含意)に
ついて、牧・宮内・浪花・縄田(2001)の言う「核収入1%下落に対する非核の供給人員数の増
加の割合を示す弾力性」を見ようとした場合、行武・大橋(2004)および武内(2004)の実証結
果は、クロスセクション分析における妻の就業決定に対する夫の所得効果(弾力仕)が過大に評価
されている可能性を示すものと解釈される。
1. 2.海外の先行研究にみられるパネル分析
Mincer (1962)はライフタイム仮説を導入し4)、 Heckman (1974)は、 "reservation wage
の概念を用いて女性の就業一非就業の選択と労働時間の選択を同時に叙述している。これらの研究
の特徴は、厳密には"人員単位"の労働供給における法則である『ダグラス-有樺の法則』とは異
なり労働供給の単位が"man-hour"または"hour"であるという点である(宮内1993)c
後述のとおり、本稿では既婚女性の就業決定に関してパネル分析による検証をおこなう。そのた
め、同様の分析手法を用いた先行研究を紹介する。 Heckman and Macurdy (1980)は、既婚女
性の労働供給について完全情報(夫の将来所得の予測が可能)を仮定したモデルのもとでFixed-
effect Tobit推計を行い、個別効果に含まれる夫の恒常所得水準の効果を測定して、有意であるこ
とを認めるが、変動所得は妻の労働時間に有意な影響を与えていないとする結果を導いた。推計結
果は、就業決定関数を推計した樋口(2001)の結果と一致する5)0
4)一生をIife・horizonとして、労働市場に参加する比率を問題とする.つまり、所得と余暇の長期的選好や稼得能力の同じ
人は、生嘘を通じて見れば就業する期間の長さは同じであるが、短期的には子供の存在や年齢、本人の年齢などに応じて就
業のタイミングが異なる。
5 ) Heckman and Macurdy (1980)は、この結果を"permanent income hypothesis" (恒常所得仮説)と一致すると述べ
ている。これは変動所得の効果について、消費の恒常所得仮説と同様の結果が得られたという意味で使用されているものと
解釈される。
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Shaw (1992)は、各家計の流動性制約を仮定した既婚女性のライフサイクルモデルにおいて、
Probit推計を行い、変動所得と比較して夫の恒常所得の負の影響が大きいことを認めながら、そ
の効果が若い年代のコーホートはど薄れていることを明らかにする。さらに、小さな子供を持っ母
親や、高学歴の女性の就業決定はど夫の所得に敏感であることが示される。またShaw (1994)は、
女性のライフスタイルに対する選好、及び就業状態における従属性に着目し、時系列の側面から就
業行動を分析するにあたり、動学モデルによるFixed-effectモデルを使用した。その結果、既婚女
性の就業状態に有意な継続性が示唆される。そしてその効果は、 Iifestyle persistence (個別効果)
とperiod-to-period persistence (State Dependence)に区別されている。
同様に、 Hyslop (1999)も動学モデルにおけるRandom-effectモデルの推計を行い、夫の所得
について、従属変数のラグ項が有意に正の値を示すことからState Dependenceの存在を確認し、
変動所得(ここでは、 current nonlabour income)の負の効果が恒常所得の効果を下回ることか
ら、時系列的な既婚女性の就業行動には選好効果が働いているとする仮説を提示する6)。
本稿の主な目的は、以上の先行研究の結果を踏まえ、既婚女性の就業決定に与える配偶者所得効
果および既婚女性の就業状態の持続性について議論した武内(2004)の問題点に触れ、今後の課
題を考察することにある。続く2節で、女性の時系列的な就業行動を基本分析により概観し、 3節
で使用するデータ及び変数に関する説明を行う。 4節で実証モデルを紹介する。 5節は分析結果を
提示し、先行研究との結果の相違について考察する。最後に6節で研究結果を総括し、本研究にお
いて十分に対処できなかった課題をまとめる。
2.既婚女性の労働供給一時系列の側面から
出産・育児及び再就業といったライフステージが女性の就業行動に与える影響に関してはこれま
で数多くの研究の蓄積がなされている。なかでも近年、本稿と同じパネルデータ車用いた研究では、
大沢・鈴木(2000)が、結婚・出産を通じた就業行動の変化に関する分析を行っており、就業継
続の要因として人的資本の蓄積(学歴)及び夫の職業に説明力があるとする結果を提示する。また
駿河・西本(2001)は既婚女性の再就業に関する分析において、 1)末子が低学年になった時。 2)
夫の所得水準が相対的に低い。等を再就業の決定要因として挙げている。これらの研究の着眼点は
一貫しており、既婚女性の出産・育児の終了といったライフステージにおける節目が、実際に労働
市場からの入退出を行う重要なポイントであることを示唆している。
図表1から図表3は、 『消費生活に関するパネル調査』の調査第5年度(97年)に設けられた過
6) Hyslop (1999)において、変動所得に認められるこのような結果から導かれる結論は、遡ればCain (1966, pp.91 -pp.115)
の研究に見られるoライフサイクルにおける所得変動の負の効果は、失業等の例外を除き夫の所得が予測(期待)できる場合、
通常恒常所得(permanent or predicted income)の負の効果より弱まるとされる。樋口(1991)や行武・大橋(2004)
では、 Mincer (1962)の労働供給モデルについて丁寧な叙述がなされている　Cain (1966)によれば、変動所得の負の効
果が恒常所得効果を上回ったMincer (1962)の分析結果は、変動所得を"weeks worked by the husband"とし、変動
所得が夫の失業の効果を検証した為であるとする。
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去に遡って就業行動を尋ねている設問を利用し、 80年代に19歳から30歳で結婚した既婚女性の結
婚前年度から概ね90年代にかけての既婚後の就業行動を集計した7)。このような分析を行う目的は、
本稿で行うパネル分析だけでは、女性の時系列的な就業行動の特徴を捉えきれない為である。
図表1は、既婚後10年までの就業行動が捉えられた者を対象に時系列的な就業継続者の対前年
度就業継続率と既婚後3年以内にいったん離職した場合の対離職時無業者比率の推移を既婚後経過
年数ごとに示している。結婚前年度に就業している女性(結婚前年度無業の者を除く)の対前年度
就業継続率は結婚後1年目(結婚翌年)で約60%まで低下する。しかしその後、 4年目を経過す
ると対前年度に対する就業継続率は90%を超え、高い就業継続率が続くことになる。一方、既婚
後3年以内に離職した者の内平均約40-60% (平均53.8%)が結婚10年目でも無業を継続すること
になる。既婚後の10年間一貫して就業を継続している者は、約21%であり、既婚後3年以内に無
業になり、その後10年目まで継続して無業の者は約38%である。つまり、少なくとも双方計約60
%の女性の既婚後10年目の就業行動は、結婚から3年以内の判断と連動(同値)しており、就業か
無業のいずれかに分化していることになる。一方、既婚後3年以内にいったん離職経験した者の内
半数近くは、 10年以内に再び就業行動を起こしている。図表2は、結婚前年度で就業している女
性の内、既婚後いったん就業を離れ、その後再就業を継続する女性の対前年度就業継続率を示す8)0
再就業1年目を100%とすると2年目で就業継続する者の割合は、 70%まで下降する。いったん
再就業しながら、なんらかの事由で無業に戻る女性(一時的な就業をする女性の存在)がいること
が示唆される。しかし、 3年目以降では就業継続率は対前年度比90%から100%となり、再就業
(既婚後の離職回数が1回に限定される)においては2年を経過すると就業を継続していく女性が
多いことが伺える。
クロスセクションでみた就業確率は図表3の通りである。結婚前年度の就業者100%に対し就業
確率は低下するが、既婚後5年目の約34%を下限に就業確率がなだらかに上昇するのは、図表1
に見られるように、再就業をし、比較的継続就業をする女性が増えてくることを反映していると思
われる。就業確率は、既婚後10年目で約48%まで回復する9)。他方、正規就業をしている者の比率
は、 20%前後を推移する。図表では示されていないが、就業継続者の内、一部は途中で非正規就
業に転向しており、一時的な離職を含む再就業を行う者の中に正規就業する者がいるため、両方を
併せてこのような水準の推移となっている。
以上は、既婚女性の就業行動を時系列の側面から概観したが、標本が若い年齢で結婚した者に限
7)調査5年度では、 18歳までの過去に遡って調査年度までの各年度の代表的な就業行動を尋ねる設問が設けられている。あら
かじめ、自営業または内職など(就業行動に継続性が高い)の回答値のある者や離婚経験のある者などは除外している。な
お、第6、 7年度の調査に回答している者は、ここで利用した調査5年度の回答に、各年度調査時点の就業行動をその年の
就業行動の代表値として、追加した上で集計を行った。結婚年齢の分布は若い年齢に偏りがある点、及び離職行動には転職
などによる一時的な休職期間が長い場合もその年の行動は無業とカウントされる可能性がある点、記憶と実質値の間に誤差
がある可能性には留意する必要がある。
8 )図表3の作成は、既婚後年数10年以上が経過して再就業している標本を含めている。
9) 10年目(1時点)で無業である者の内、 11年目以降の就業行動が観察できる者の約63%はその後の観察期間(平均3.2年)
を通じて無業であり、残りの37%は10年目以降に再就業している。なお、別途統計をとっているが全体としては、未婚時の
経験年数と既婚後の就業年数に明確な関連は見られなかった。
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られており、結婚した年度及び本人の年齢をすべてプールしていることから、あくまでも既婚後の
時系列的な労働供給の一側面を捉えたにすぎない。これらの分析の意義については以下のパネル分
析の説明・結果とあわせて述べていきたい。
3.分析に使用するデータ及び変数
続く実証分析にあたり用いたデータは(財)家計経済研究所が実施している『消費生活に関するパ
ネル調査』の1993年から1998年までの6年間の個票である。この調査は、初年度93年に24歳から34
歳の全国から無作為抽出された1500人の女性を対象に始められ、同一個人を追跡調査したパネル
データとなっている。調査は毎年10月に実施され、設問は女性自身の就業行動から、配偶者、両
親、子供、家計の状況など多岐に渡る。本研究では、分析対象を観測期間中に同一配偶者を持っ既
婚女性に限定し、就業決定関数を推計する。使用する被説明変数は、各年度の調査時点で就業して
いるかどうかであり、説明変数は本稿と同様の手法を用いて就業決定関数を推計しているHyslop
(1999)等の先行研究を参照し、変数は絞って推計を行う。
2節の基本分析で示された通り妻の就業決定は、長期的な視野で行われているか、または過去
(前年度)と同じような傾向を持っ可能性が高いと思われる。このような傾向は前期の被説明変数
を当該年度の説明変数に組み込む動学パネル分析を行ったShaw (1994) 、 Hyslop (1999)でも
指摘されている10)武内(2004)にあるように、ノヾネル期間が短いデータを使用したFixed-effect
モデルの説明変数について、就業経験年数と出産にかかわる変数を同時に使用する場合は、少なか
らず内生性の問題が含有される11)。例えば、出産などで就業を中断した場合、就業経験を積まない
ことで直接効用が下がる訳ではなく、出産を通じた中断により経験年数の積上げが遮断されると解
釈するはうが妥当である。妻の就業決定が長期的な視野で行われる場合にも同様の問題が生じる。
分析手法の工夫により、このような問題は回避できる可能性はある。しかし本稿では、調査対象者
が出産・育児、育児期後の再就業といったライフイベントを通過し、その為に就業行動に変化をき
たす者が比較的存在し、女性のライフステージの平均的な期間と比較して、利用できるパネル期間
が十分ではないことから、就業経験年数を直接説明変数として使用せず分析することにした。なお、
夫の所得値に関しては、次年度の調査結果の値を使用する。これは、当該調査年度においては前年
度の税込み年収を問う設問になっているためである。この為、パネル分析は実質5年間のパネル期I'''''''''''''''''''''''''''''lT
10)本来女性が備えている労働に対する志向や選好がたとえ同一であっても、過去の経験の相違により現在の行動が起こる確率
が変動する可能性が高いため、動学パネル分析の必要性が生じるO例えば、労働意欲及び配偶者の長期所得が全く同一の2
人の女性を想定しても、何らかの事情で就業行動が異なった時点から、 2人の将来に渡る行動確率は、変化する可能性があ
るo近年は、動学モデルについて観察期間初期条件yioが想定された研究も見られる。このような視点における初期の代表
的な研究には、 Heckman (1981)が挙げられる　Shaw (1994)の分析対象は、 25歳から64歳の女性であり、 87年までの21
年間のパネルデータが使用されている。一方、 Hyslop (1999)では、 17歳から65歳を対象とした7年間のパネルデータが使
用されるo動学モデルによるfixed-effect車デルの推計では十分な観察期間が必要だと思われる.
ll)就業経験年数が内生性の問題を含有する点については、 Heckman and Macurdy (1980)及びKorenman and Neumark
(1992)等でも触れられている
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間によりおこなう。
4.モデル
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この節では、 Random-effect probit、 Fixed-effect logitモデルを使用したパネル分析を行う。
分析の主眼である、夫の所得値として使用する変数は、長期所得(long-runまたはpermanent
mco:me)をPincome、使用する長期所得から現在所得の差分である変動所得(transitory
income)をTincomeとし、武内(2004)では、長期所得を3年間の平均値としたが、ここでは5
年間として説明変数に使用する。各モデルの概略について以下のようになる。
4. 1. Random-effect probitモデル
確率変数とされる個別効果Random effects v iについて、正規分布N-(O, ct孟)を仮定すると、
被説明変数を2値(0,1)とした場合の妻の就業確率は、
Pr(j;, | xit,Hincomeit,Tincome^ - I芸担F(/5xu + fihHincomeil + (5tTincomeu + vi) ¥ dvj
ここで、 F( Oは累積正規分布関数を示す。
以下において対数尤度は、エルミート-ガウスの求積法を用いて近似する。
IogL尋w, log] ^差蕪p%u + phHincomeu + J3¥Tincomeu +拓ニ))
積分点におけるウエイトW孟及び横座標位置広は、近似による誤差が少なくなるように求められ
る。 Random-effectモデルでは、積分点の数Mが推計結果に影響を与える12)。本稿はこの数値を12
と固定するが、数値の操作により夫の所得値に関する推計結果に基づく議論(符合及び有意水準)
が異ならないことを確認する。
4. 2. Fixed-effect logitモデル
下記のとおり、 Fixed-effect logitモデルにおいてば3)、誤差項に含まれる個別効果をαi右、真の
撹乱部分をEifとし、 αifとeitは互いに独立と仮定される。同時に、 Fixed-effectモデルでは個別
効果aitは時点を通じて一定であり、かつ少なくとも一つの説明変数と相関すると仮定される。
12)武内(2004)の分析では、積分点の数を固定した上で、予測値が実質値に近くなるようにモデルが設定されている。ただし、
random-effectモデルについて「志向」を変数として使用した分析は、 「志向」が個別効果と相関しないという強い仮定を
強いることになる点については改善が必要である。
13)通常、 fixed-effect probit及びtobitモデルは、大標本の推計では一致性を持たないとされるが、 Monte Carlo法を使用した
テストでほぼ一致性を満たす結果が認められる場合もあり、分析に使用している研究もある(Shaw 1994)なお、 fixed-
effectモデルで単年度所得を使用することは、変動所得を扱う場合とほぼ同値になる。
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y〟　=px〟+βHincome〟+βTincome〟+αi+C〟 :P打-αi+E〟
°
y〟-1　if yu　>0 , and 0 otherwise
ロジスティック累積分布関数は下記のように表されることになる。
Pr(γ打-1)-
exp p x,, +f)hH,加com〟 h^tTincomeil -¥-ai
1 + expβX〟+PhHincome〃 fl,Tir, 〟+ai
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Fixed-effect logitモデルの条件付尤度関数を平易に記述すると下記のとなり、この条件付尤度
を最大にすることで個別効果αitを取り除く。
N               Ti
4 -npr(γi.,-VmJ∑yh)
;=1　　　　　　　t=
ここで、 Fixed-effectモデルの推計においては、観察期間中の欠損値や無回答を除く有効な観察
値について、同一個人の中で被説明変数に変化が見られない標本は推計から除かれる。これらが条
件付尤度関数に影響も及ぼさず、対数をとると欠落し推計に含まれない為である。また、学歴及び
長期所得(Hincome)は、観察期間を通じて変化しないため個別効果に含まれることになる0
5.推計結果
5.1.分析結果
分析に使用した変数の記述統計を図表4に、推計結果を図表5に記す。夫の所得及び出産、育児
に関する変数に注目する。 Random-effect　モデルにおいても学歴などの観察期間中に変化しない
変数は含めず、変数は絞った推計結果を提示している。
推計の結果は、武内(2004)とはぼ同様の値を示している　Random-effectモデルでは、 5年
間の長期所得水準は有意に負の効果を与えるが、変動部分は10%の有意水準では有意と言えない。
一方で、出産や育児に関する変数は、一律で有意に負の効果を示している。 2節で見たように、既
婚後まもない時期に下した就業行動における決定により、その後長期間に渡る行動が左右されてい
る女性が存在することは、この推計結果と整合的と言える。海外における研究との相違点は、この
ように若い年代の模本を使用した推計においては、夫の変動所得も有意な値をとらなかった点にあ
る。
5. 2.先行研究の結果との相違点について
樋口(2001)は、わが国で初めてパネルデータを用いて3年間の長期(恒常)所得と変動所得
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を変数として使用した既婚女性の就業決定に関する実証分析をおこなった。その結果、長期(恒常)
所得水準が有意であるにもかかわらず、変動部分は有意でないことが見出される。本稿が参照した
樋口(2001)及びShaw (1992)とHyslop (1999)の結果を図表6に示す。これら3つの研究では、
いずれも就業決定関数の説明変数に「恒常所得」と「変動所得」が使用されている。そして、いず
れの分析においても「恒常所得(permanent income)」の係数は、負に大きく有意であり、既婚
女性の就業確率は夫の恒常所得の水準は深く結びっきがあることが実証されている。しかし、海外
における研究では概ね、短期所得変動である「変動所得」も負に有意な結果となっており、そして、
その効果は「恒常所得」よりも弱い。樋口(2001)の分析や、限られた観測期間ではあるが本稿-
において、少なくとも海外における研究とほぼ同様の推計をおこなった場合に限っては、短期所得
変動が有意とならなかった点について、考察をおこなっておきたい。
考えられる可能性の一つとして、樋口など(2003)が示唆するとおり、近年の日本において、
相対的な所得階層の固定化が進む傾向にあれば、単発的な所得変動は(相対的な)所得水準の変化
を暗示するほどのシグナルになっていない可能性がある。本稿の結果は、このような構造を反映し
ているかもしれない。
二つめは、パネル調査が対象としている世代が直面している社会的背景が考えられる。夫の労働
時間の習慣的な長さや、夫婦の性別分業観、幼い子供に対する育児のこだわりや考え方などは、妻
が一時的な労働さえ、容易におこなえるかどうかに関わるだろう。また住宅の購入における長期的
なローンの組み方や、若い勤務者世代に多い転勤にともなう住居の遠隔移転等は、妻が長期的に就
業するかどうかに深く関連していると思われる。加えて、育児期間中は、夫の所得が低下しても貯
蓄や消費を変化させることで対応し、その分を補うケースを含めて、育児期後は夫の所得の変動
(減少・増加)に関わらず労働市場に参入している可能性も高いと考えられる。いずれにしても、育
児期の女性が労働市場へ入退出するコストが高ければ、夫の所得の変動と妻の就業行動の間にはタ
イムラグが生じる。以上の推測が妥当であれば、既婚女性の労働供給を分析するにあたっては、日
本の家計における性別役割分業観や消費・貯蓄の構造を含めた多面的な分析が必要であるといえる。
6.まとめ
本稿では、武内(2004)の問題点をできる限り把握し、分析内容を補足するために、基本分析
及びパネル分析をおこなった。その結果、少なくとも本稿で使用できたパネル調査の期間(93-98
年)では、妻が夫の短期所得の変化に就業決定(就業か無業の移動選択)をもって、対応している
ことは確認できなかった。標本の年齢層が限定的であることを考慮すれば、それぞれのライフコー
スにおいて、就業か無業かのいずれかの状態に従属する傾向にあることや、過去にとった行動が現
在の就業確率に影響を与える構造(State Dependence)が分析結果に反映されている可能性があ
る。 2節では、妻の就業行動にはある程度の時系列的な傾向性があることが示されたが、実証分析
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において、海外の研究と同様の推計をおこなった場合に、変動所得に有意な結果を得られなかった
ことから、海外における既婚女性の労働供給の構造と比較して、特に日本の若い世代では、このよ
うな就業状態における従属性にある傾向が示唆される。そして、このような時系列的観測により確
認される就業行動の構造も、クロスセクションで観測した場合には『ダグラス-有滞法則』として
認められる"人員単位"の法則性の一要因になり得る。同様に、この法則の解釈(含意)において、
行武・大橋(2004)が指摘した『横断面と時系列分析における帝離』の要因となる。
本研究では、もっともベーシックなパネル分析の手法を使用して分析をおこなったが、推計上の
課題も残されている。したがって、今後より精微な手法により検証をおこなうことが必要である。
特に、二値選択モデルの特徴として、説明変数の数値の変化がある程度の境界(threshold-level)
を超えなければ、被説明変数の変化は期待できない場合が多い。そして、そのレベルは世帯主の年
齢や学歴をはじめとする各家計の属性により異なることが考えられる。変数の工夫により、このよ
うな区別は対処できると患われる。 "State Dependence"については、労働市場への入退出にかか
る国定費用、就業経験年数を重ねることによる人的資本の蓄積などを含め様々な仮説の設定が可能
である。したがって今後は、動学モデルによるパネル分析や不況が本格化している2000年度以降
のデータを含み、十分な標本観測期間を利用した分析により結果がより厳密に確認されることが必
要である。
また、各家計を追跡調査するパネルデータを使用した分析では、多様な設問項目を使用して、個々
の家計の状況を把握することは可能であっても、牧・宮内・浪花・縄田(2001)に叙述されてい
るとおり、経済変動の影響を加味し、市場における核・非核構成員の賃金率と労働供給の関係を把
握するには公表データと合わせた分析も不可欠である。さらに、横断面でも時系列分析でも捉えら
れない分析として、パネルデータを使用したコーホート間の比較によるライフタイム仮説
(Mincer 1962)の検証も課題として挙げることができる。
景気の悪化により、既婚女性の就業意欲が高まってきていることも指摘されている。個々の家計
の状況を精密に確認した上で、既婚女性の労働市場の整備と所得再分配における政策課題について
言及することが重要であり、本研究で十分に対処できなかったこれらの課題については将来の研究
課題としたい。
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図表1既婚後の就業継続と無業継続(時系列)
第11巻第2号
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既婚後経過年数
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I ◆ -就業継続者対前年度就業継続率- -●-対離職時無業継続者比率(1)　　　　対離職時無業継続者比率(2)
ニ　+対離職時無業継続者比率(3)　　　〇　対離職時無業継続者比率(4)
注)使用したデータがパネルデータであるため,各人によ。再就職後の経過年数(観測年数)が異なる。
そのため,下記図表2は,観測年数ごとの数値を記す。使用したサンプルは,再就職.した者のみである。
緊表2　再就業継続率(時系列)
???????????? ? ??????????????
????
??
???????????? ??????????
?????
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二　　--一蝣*--・
‥‥-‥-◆　　　　　　　~○
1年　　　　2年　　　　3年　　　　4年　　　　5年　　　　6年　　　　7年　　　8年以上
再就業後経過年数
‥-◆‥・観測年数5年　　1　　6年...^-・7年一8年
図表3　就業確率と正規就業確率(クロスセクション)
結婚前年　結婚年　結婚l年　2年　　3年　　4年　　5年　　6年　　7年　　8年　　9年　10年
既婚後経過年数
-ー-就業確率-0-正規就業確率
『ダグラス-有揮法則』に関する一考察
図表4　記述統計量
random-effectモデル
平　　均
????
就業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.428
夫・ 5年間長期所得
変動所得
夫・通勤時間
労働時間
夫・自営業
子供の数
末子乳児
幼児(1歳ん3歳)
幼児(4歳-就学前)
小学校低学年
妻の年齢
親と同居
住宅ローン有
大都市居住
市町村居住
537.358
3.375
65.589
603.963
0.126
1.879
0.145
0.423
0.220
0.142
31.963
0.389
0.325
0.222
0.555
??????
??????
????
fixed-e付ectモデル
平　　均　　　　標準偏差
就業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0.476
3年間長期所得
子供の数
末子乳児
乳児(1歳～3歳)
幼児(4歳～就学前)
小学校低学年
妻の年齢
528.068　　　　　1 80.600
1.732　　　　　　　0.914
0.106　　　　　　　0.308
0.343　　　　　　　0.475
0.239　　　　　　　0.427
0.158　　　　　　　0.365
32.076　　　　　　　3.201
??
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図表5　推計結果
第11巻第2号
random-effectモデル
被説明変数:就業- 1,無業-0　　　　　　係　　数　　　　限界効果 ??
夫・ 5年間長期所得
変動所得
夫・通勤時間
労働時間
夫・自営業
子供の数
末子乳児
幼児(1歳-3歳)
幼児(4歳-就学前)
小学校低学年
妻の年齢
親と同居
住宅ローン有
大都市居住
市町村居住
-0.009　　　　　　-0.002
-0.001　　　　-1.6E-04
-0.001　　　　-1.4E-04
1.6E-04　　　　　2.9E-05
0.264　　　　　　0.052
-0.492　　　　　　-0.092
-3.583　　　　　　-0.344
-2.772　　　　　　-0.456
-1.162　　　　　　-0.182
-0.147　　　　　　-0.027
0.352　　　　　　　0.066
1.919　　　　　　　0.382
1.111　　　　　　0.225
-1.742　　　　　　-0.250
-1.644　　　　　　-0.315
??
?????????
???????????????????????
観測数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2786
標本数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　632
対数尤度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-1 059.5871
fixed-effectモデル
被説明変数:就業-1,無業-0　　　　　　係　数　　　限界効果　　　　P　　値
夫・ 3年間長期所得
子供の数
末子乳児
乳児(1歳-3歳)
幼児(4歳～就学前)
小学校低学年
妻の年齢
-0.002　　　　　-2.4E-06　　　　　　0.338
-0.505　　　　　-6.5E-05　　　　　　0.226
-3.751　　　　　-0.004　　　　　　0.000
-2.334　　　　　　-0.001　　　　　　0.000
-0.976　　　　　-1.7E-04　　　　　　0.000
-0.057　　　　　-7.5E-07　　　　　　0.083
0.382　　　　　4.9E-05　　　　　　0.904
観測数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　727
標本数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　198
対数尤度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-209.00838
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図表6　先行研究の分析結果の比較
樋口(2001)
恒常所得　　　　　変動所得
(permanent income) (transitory income)
Coef.　　　　　　　　　　　　　　　　　-1.33E-04　　　　　1.79E-05
t statistics　　　　　　　　　　　　　　　　(-3.344)　　　　　(0.314)
N
Age
Observed years
Model
2056
25-38
5
Pooled probit
新規置用就業決定関数の推定結果　変数:学歴、失業率、提示賃金率、年齢
Shaw (1992)
恒常所得　　　　　変動所得
(permanent income) (transitory income)
Coef.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-0.420　　　　　　　-0.01 38
standard error　　　　　　　　　　　　(0.0031)　　.  (0.0035)
N
Age
Observed years
Mode
9103
18-64
4-14
Probit
Variable: education, experience, (experience)2 dummy for child under age 6,
number of child, year dummies
Hyslop (1999)
恒常所得　　　　　変動所得
(permanent income) (transitory income)
Coef.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-0.283　　　　　　　-0. 1 01
standard error　　　　　　　　　　　　　(0.06)　　　　　(0.03)
N
Age
Observed years
Model
1812
17-65
7
Static random effects probit
Variable: a quadratic in age. race, years of education, number of kids
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